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Ⅰ 貸借対照表（バランスシー ト）  

Ⅰ－1．貸借対照表とは？   

地方公共団体の決算書は、1年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのか   

を明らかにするものですが、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのか   

が分かりにくいものとなっています。   

そこで、貸借対照表を作成し、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況と   

その資産を形成するための財源がどの様に調達されたのかを明らかにします。   

この貸借対照表では、左側（借方）に市が保有している土地・建物・預金などの「資  

産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成したために、将来の世代が負担し今後支  

払いが必要となるもの「負債」と、これまでの世代が既に負担し支払いの必要がない   

もの「純資産」がいくらあるのかが示されます。   

総務省方式改訂モデルにおいては、旧総務省方式（平成12年3月モデル）をもと   

に、売却可能資産の計上、注記など資産・債務管理や財務情報をより分かりやすく開   

示するための変更がなされています。  

Ⅰ－2．貸借対照表の作成基準   

貸借対照表については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成19年10月総  

務省）」に示されている作成方法「総務省方式改訂モデル」に基づいて作成しています。  

（1）対象会計範囲  

普通会計を対象としています。  

（2）作成の基準日  

平成21年3月31日（平成20年度末）を作成基準日としています。  

但し、平成21年4月1日から5月31日までの出納整理期間の収支は、基準   

日までに終了したものとして処理しています。  

（3）基礎数値  

昭和44年度以降の決算統計データを基礎数値として使用しています。  

－1－   



Ⅰ一3．貸借対照表の概要   

平成20年度末の印西市の「資産」は、1，236億5，800万円です。   

この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担し  

た「純資産」が916億2，700万円となっており、将来世代の負担である「負債」  

は320億3，100万円となっています。  

「負債」と「純資産」の割合は、概ね1：3となっています。   

※ 詳細ぼPJ9を参照LTアきシ㌧金額はいずれも集計単位での四捨五入のため、   

合計があわないことがあります。  

貸 借 対 照 表  

（平成21年3月31日現在）  

（単位：千円）  

［資産の部コ  金 額   ［負債の部】  金 簸   

1公共資産  110．159．532  1固定負債  呈旦．旦皇⊇．旦担   

（1）有形固定資産  109．931，797  （1）地方債  15，040，111   

（2）売却可能資産  227，735  9．897，799  

（3）退職手当引当金  4，006．034  

2投資等   旦旦亘呈1！迫塁  

（1）投資及び出資金 1，545，570   旦旦旦王ユ巨星   

（2）貸付金  705  （1）翌年度償還予定地方債  1，815．238   

（3）基金等  4，701．883  （2）短期借入金  0   

（4）長期延滞債権  991．572  （3）未払金  

（5）回収不能見込額 △287．677  

（5）賞与引当金  

3流動資産  旦．皇旦姐迫  

（1）現金預金  6．154．860  負 債 合 計  

（2）未収金  391，506  ［純資産の部】  金 岳  

1公共資産等整備国県補助金等  ユ旦．亘旦亘A旦呈  

2公共資産等整備一般財源等  旦旦ヱ巨星且三豊  

3その他一般財源等  △7．208．642   

4 資産評価差額  △ 

純資産合計  91，626．849   

資 産 合 計  123，657，951   負債・経費産合計  123，657．951   

これまでに形成してきた  
資産の状況  

資産を形成するため  
財源をどこから調達したのか   

・2・  



5，8粉¢  

1 公共資産   

資産のうち「公共資産」は、「有形固定資産」と「売  

却可能資産」で構成されており、1，101億6，0  

00万円と「総資産」の約90％を占めています。  

（1）有形固定資産  

道路や公園、小中学校・保育所などの土地や建物などの有形固定資産が1，   

099億3，200万円で「総資産」の90％弱を占めています。  

主な内訳を見てみると、道路や公園などのインフラ整備に479億3，1   

00万円（構成比44％）、学校や社会教育・体育施設など教育文化施設の整   

備に500億6，200万円（構成比46％）となっています。  

20年度では、印西牧の原駅南口自転車駐車場・防災情報システム・市道   
整備及び千葉ニュータウン内義務教育施設ほかの立替償還などで、52億2，   

100万円の資産を取得しました。   

（2）売却可能資産  

公共資産のうち、ゴルフ場（総武・習志野）貸付地など、現在行政目的の   

ために使用されていない売却可能資産は2億2，800万円となっています。  

2 投資等   

資産のうち「投資等」は、公営企業への「出資金」  

や「貸付金」、「基金」、回収期限から1年以上回収で  

きていない「長期延滞債権」など69億5，200万  

円となっています。  

（1）投資及び出資金  

市の公営企業（水道事業会計）などに15億4，600万円の出資をして   

います。   

（2）貸付金  
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国民健康保険高額療養費貸付基金で70万5千円を貸し付けています。   

（3）基金等  

教育施設整備基金や都市計画事業基金、鉄道施設整備基金などの特定目的   

基金が26億300万円あります。  

また、退職手当組合積立金は19億7，900万円となっています。   

（4）長期延滞債権  

市税や国民健康保険税などで1年以上納付されていない債権が、9債9，   

200万円あります。   

（5）回収不能見込額  

過去の回収不能実績から、「長期延滞債権」のうち、2億8，800万円を   

回収不能見込額として計上しています。  

3 流動資産   

資産のうち「流動資産」は、財政調整のための「基  

金」や「現金」、市税等の「未収金」の合計65億4，  

600万円となっています。  

（1）現金預金  

財政調整基金が48億9，200万円、歳計現金が12億6，300万円   

あり、現金預金の合計は61億5，500万円で総資産の約5％を占めてい   

ます。   

（2）未収金  

20年度の歳入として調定していた地方税のうち2億1，000万円と、   

国民健康保険税など1億9，200万円が未収金となっています。  

このうち、過去の回収不能実績から、1，000万円を回収不能見込額と   

して計上しています。  

－4－   



1 固定負債   

負債のうち「国定負債」は、22年度（翌々年度）以降  

に支払いや返済が行われる「地方債」、「長期未払金」、「退  

職手当引当金」の289億4，400万円となっています。  

（1）地方債  

地方債のうち、翌々年度以降に償還されるものが150億4，000万円あり、   
負債総額の約47％を占めています。  

なお、地方債は、20年度に12億5，200万円発行し、元金19億1，0   
00万円償還した結果、残高は6催5，800万円減少して、168憶5，50   

0万円となりました。   

（2）長期未払金  

債務負担行為を設定しているなど、翌々年度以降に支出予定の長期未払金が9   

8億9，800万円となっています。   

（3）退職手当引当金  

退職手当引当金は、特別職を含む普通会計の全職員が年度末に全員退職したと   

仮定した場合に必要と見込まれる退職手当支給額で40憶600万円となってい   

ます。  

2 流動負債   

負債のうち、「流動負債」は、1年以内に支払や返済が  

行われる「地方債」、「未払金」、「賞与引当金」などの合  

計、30億8，700万円となっています。  

（1）翌年度償還予定地方債  

地方債のうち、翌年度の償還元金予定額は、18億1，500万円となっていま   

す。   

（2）短期借入金（翌年度繰上充用金）  

収支不足は発生していないので該当ありません。  
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（3）未払金  

債務負担行為を設定している五省協定立替償還金や、成田新高遠鉄道建設事業費   

補助金など、翌年度支払予定の未払金が10億1，200万円となっています。   

（4）翌年度支払予定退職手当  

退職手当組合に加入しているため計上額はありません。   

（5）賞与引当金  

賞与引当金は、翌年度の6月に支給される賞与のうち、20年度負担相当額で2   

億6，000万円となっています。  

1 公共資産等整備国県補助金等   

純資産  

1公共資産等整備   

国県補助金等  

2 公共資産等整備   

一般財源等  

3 その他一般財源等  

4 資産評価差額  

住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源と  

して国・県から受けた補助金で185億8，500万  

円となっています。  

2 公共資産等整備一般財源等   

住民サービスの提供に必要な資産整備などの財源の   

うち、上記の国・県補助金と建設地方債を除いたもの   

で802億6，900万円となっています。  

3 その他一般財源等   

「資産合計」から「負債合計」と「その他一般財源等以外の純資産合計」を差し引   

いた額でマイナス72億900万円となっています。  

これは、翌年度以降の負担額のうち、72億900万円については使途が拘束され   

ているといえます。  

4 資産評価差額   

今回、総務省方式改訂モデルで新たに「売却可能資産」を計上したため、売却可能   

資産の評価替えによる変動額1，900万円を資産評価差額として計上しています。  
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1 交付税措置地方債の金額   

地方債残高168億5，500万円のうち、96億900万円（57％）について   

は、将来の地方交付税の基準財政需要額に算入されることが見込まれています。   

但し、本市は普通交付税の不交付団体となっています。  

2 普通会計の将来負担に関する情報   

普通会計の将来負担額337億3，200万円に対して284億900万円の将来   

負担軽減資産があり、差引き実質的な負担額は53億2，400万円となります。  

3 土地及び減価償却累計額   

有形固定資産1，099億3，200万円のうち、土地が203億1，800万円   

あり、償却資産は896億1，400万円となります。   

減価償却累計額は411億4，300万円あり、償却資産の取得価額は1，307   

億5，600万円に対して31％の減価償却が進んでいることになります。  

Ⅰ－4．貸借対照表を用いた財務分析  

社会資本の整備結果を示す公共資産を、これまでの世代（過去及び現世代）と将来  

世代でどれだけ負担するのかを示す比率です。   

これまでの世代の負担は83．2％となっています。この比率は、これまでの世代  

によって既に納付された税金等によって社会資本が形成された割合を示すものであ  

り、この比率が高いほど将来世代の負担分が少ないと言えます。なお、将来世代の負  

担は16．8％となっています。   

公共資産合計（A）  

1，101億6，000万円   

現時点で総務省方式改訂モデルを公表している類似団体がまだ少ないため、単純な比  

較はできませんが、上記の比率は概ね4：1となっているようです。  

〈参考〉 群馬県・渋川市（H20．3．31人口：86，353人）  

公共資産合計（A）：1，445億4，700万円  

純資産合計 （B）：1，181億3，500万円（81．7％）  

（A）一（B）  264億1，200万円（18．3％）  
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歳入総額に対する資産の比率は、現在の資産が形成されるために、何年分の歳入が  

充当されているのかを示す比率で、年数が多いほど社会資本の整備が進んでいると考  

えられます。   

平均的な値は3～7年と言われており、本市は、約5年分の歳入に相当する資産を  

保有していることになります。  

（単位：百万円）  

項  目   印西市   類似団体  県内市町村   

歳 入 合 計  A   22，498  

資 産 合 計  B   123，658  

予算額対資産比率  B／A   5．50年  

※ 県内市町村・類似団体の各数値については、現時点で把握できていないため、  

記入していません。   

ノ好 P2Jを泉野LT下きい。   

バランスシートを市民1人当たりに換算すると、資産は193万7千円、うち有形  

固定資産が172万2千円、流動資産が10万3千円などとなっています。   

これに対して、負債は50万2千円、純資産は143万5千円となっています。   

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公共資産形成の  

比重を把握することができます。   

これを見ると、教育費が45．5％と大きな比重を占めており、次いで生活インフ  

ラ・国土保全が43．6％、総務費が5．5％、福祉費が4．3％の順になっていま  

す。  

（単位：千円、％）  

目 的   

①生活インフラ・国土保全   47，930，517  43．6％   

②教育   

③福祉   4，657，850   4．3％   

④環境衛生   366，875   0．3％   

⑤産業振興   364，929   0．3％   

⑥消防   556，808   0．5％   

⑦総務   5，992，679   5．5％   

有形固定資産合計   109，931，797   100％   

－8－   



Ⅰ－ 4 －   

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割  

合を見ることにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているの  

かを把握することができます。   

平均的な値は、35％～50％の間の比率と言われており、本市の資産老朽化率は、  

31．5％になっています。  

（単位：百万円）  

項  目   印西市   類似団体  県内市町村   

減価償却累計額  A   41，143  

有形固定資産合計  B   109，932  

土地  C   20，318  

資産老朽化比率  A／（B－C＋A）   31．5％  

※ 県内市町村、類似団体の各数値については、現時点で把握できていないため記入し  

ていません。  
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Ⅱ 行政コスト計算書  

Ⅲ－1．行政コスト計算書とは？   

行政コスト計算書は、1年間の行政活動のうち福祉サービスやごみの収集のように   

「資産の形成につながらない行政サーービスに要する経費（経常行政コスト）」と「そ   

の行政サービスの対価として得られた財源（経常収益）」を対比させた財務書類です。  

Ⅱ－2．行政コスト計算書の概要   

平成20年度の「経常行政コスト」は非現金支出を含め155億8，400万円、  

これに対して、「経常収益」は3億7，400万円（受益者負担割合は2．4％）で、  

差引き「純経常行政コスト」は152億1，000万円となっています。   

行政コスト計算書   

自 平成20年4月1日  

至 平成21年3月31日  

（単位：千円）  

金額   （構成比率）   

軽常行政コスト  a   15，583．877   100．0％   

1．人にかかるコスト   4，099．335   26．3％   

（1）人件費   3．718，866   23．9％   

（2）退職手当引当金繰入等   120，738   0．8％   

（3）賞与引当金繰入額   259，731   1．7％   

2．物にかかるコスト   5．549．092   35．6％   

（1）物件費   2，670，823   17．1％   

（2）維持補修費   85，354   0．5％   

（3）減価償却費   2，792，915   17．9％   

3．移転支出的なコスト   5．138．722   33．0％   

（1）社会保障給付   1，517．252   9．7％   

（2）補助金等   2，156．587   13．8％   

（3）他会計等への支出額   1，379．146   8卵   

（4）他団体への   85．737  0，6％  

公共資産整備補助金等   

4．その他のコスト   796．728  5．1％  

（1）支払利息   536，772   3，4％   

（2）回収不能見込計上額   259．956   1．7％   

（3）その他行政コスト   0   0．0％   

軽常収益  d   373，730   2．4％   

1使用料・手数料  b   330，440   2．1％   

2 分担金・負担金・寄附金  c   43，290   0．3％   

（差引）純経常行政コスト  a－d   15．210．147   97．6％   
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ロ ー 2 － 2  

1 性質別行政コスト   

資産形成に結びつかない1年間の行政サービスを提供するために要した経費を性   

質別に見てみると、人件費など「人にかかるコスト」が40億9，900万円で「経   

常行政コスト」の26．3％を占めています。   

物件費、減価償却費など「物にかかるコスト」は、55億4，900万円で「経常   

行政コスト」の35．6％を占めており、内訳は、物件費が26億7，100万円、  

維持補修費が8，500万円、減価償却費が27億9，300万円となっています。   

社会保障給付費、他会計への支出など「移転支出的なコスト」は、51億3，90   

0万円で「経常行政コスト」の33．0％を占めており、主なものは、社会保障給付   

が15億1，700万円、補助金等が21億5，700万円、他会計への支出金が1   

3億7，900万円です。   

支払利息など「その他のコスト」は、7億9，700万円で「経常行政コスト」の   

5．1％を占めており、支払利息が5億3，700万円、回収不能見込計上額が2億   

6，000万円となっています。  

2 目的別行政コスト   

「経常行政コスト」を目的別に見てみると、環境衛生が33億1，600万円（構   

成比21．3％）と最も多く、次に教育が31億3，100万円（構成比20．1％）、   

福祉が28億8，900万円（18．5％）、総務が28億3，200万円（18．   

2％）、生活インフラ・国土保全が19億1，300万円（構成比12．3％）の順   

になっています。  

1 性質別経常収益   

「使用料・手数料」は、3億3，000万円、「分担金・負担金・寄附金」が4，   

300万円となっています。  

2 目的別経常収益   

「経常行政コスト」と「経常収益合計」との比率は、福祉［保育料、学童保育料］で   

は、8．1％、生活インフラ・国土保全［共同溝維持管理負担金、道路占用料］では、  

1．5％となっており、「経常行政コスト」の多くが受益者負担以外の税金等で賄わ   

れていることがわかります。  
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Ⅲ 純資産変動計算書  

Ⅲ－1．純資産変動計算書とは？  

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が1年間で   

どのように変動したのかを表している計算書です。  

Ⅲ一2．純資産変動計算書の概要   

平成20年度の純経常行政コスト152億1，000万円に対して、地方税や地方  

交付税などの一般財源が182億3，200万円、補助金等が25億9，200万円  

ありましたので、合計で55億9，600万円の財源超過となりました。   

この結果、期首に860億3，100万円あった純資産残高が、期末では916億  

2，700万円となりました。  

純資産変動計算書   

自 平成20年4月1日  

至 平成21年3月31日  

（単位：千円）  

純資産合計  

期首純資産残高  86，031，121  

純経常行政コスト  

一般財源   

地方税   

地方交付税   

その他行政コスト充当財源  

補助金等受入  

臨時損益   

災害復旧事業費   

公共資産除売却損益   

投資損失  

資産評価替による変動額  

無償受贈資産受入  

その他  

△15，210，147  

18，232，341  

13，208，452   

128，245  

4，895，644  

2，592，199  

期末純資産残高  gl，626．849  
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公共資産等整備国県補助金等   

総合体育館建設やJR木下駅舎、市道00－31号線の整備などで、12億6，600  

万円の国県補助金を受け入れましたが、国県補助金の減価償却費が4億100万円あ  

り、前年度と比べ8億6，400万円の増加となりました。   

この結果、期末純資産残高は185億8，500万円となりました。  

（単位：千円）  

2 公共資産等整備一般財源等   

前述の資産整備などの財源のうち、国・県補助金と建設地方債を除いたもので、8   

02億6，900万円となっています。  

（単位：千円）  
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3 その他一般財源等   

（1）純経常行政コストと財源  

「純経常行政コスト」152億1，000万円に対して、地方税や地方交付税  

などの一般財源が182億3，200万円、補助金が13億2，700万円あり  

ますので、43億4，900万円の歳入超過となっています。  

（2）臨時損益  

臨時損益はありませんでした。  

（3）科目振替   

①公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入  

26億200万円の一般財源を公共資産整備に、6億3，500万円の一般  

財源を貸付金・出資金等に充当しました。  

（塾減価償却による財源増  

減価償却により27億9，300万円をその他一般財源へ振り替えました。   

③地方債償還に伴う財源振替  

公共資産等整備の財源として発行していた地方債を一般財源で15億1，5  

00万円償還したことにより、その他一般財源から公共資産等整備一般財源へ  

振り替えました。   

以上の結果、その他一般財源等は23億9，000万円増加し、マイナス72億  

900万円となっています。  

（単位：千円）  

その他  

一般財源等   

期首純資産残高   △ 9，598，354   

純経常行政コスト   △15，210，147  

一般財源   

地方税   13・208・452 

地方交付税   128，245 18，232，341  

l  

その他行政コスト充当財源   4，895，644   

補助金等受入  1，326．644   

臨時損益  9   

災害復旧事業費   0   

公共資産除売却損益   0   

投資損失   0   
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公共資産整備への財源投入   

公共資産処分lこよる財源増   

貸付金・出資金等への財源投入   

貸付金・出資金等の回収等による財源増  

（3）①  

（3）②  

（3）③  

（再掲）   

これは、翌年度以降の負担額のうち、72億900万円については使途が既に拘束さ  

れているといえます。  
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Ⅳ 資金収支計算書  

Ⅳ－1．資金収支計算書とは？  

資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公   

共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の3つの区分に分けて表わした財務   

書類です。  

Ⅳ一2．資金収支計算書の概要   

「経常的収支の部」で生じた収支余剰（黒字）53億7，200万円で、「公共資  

産整備収支の部」の収支不足額（赤字）15億4，500万円と「投資・財務的収支  

の部」の収支不足額（赤字）32億6，800万円を補てんしています。   

「経常的収支の部」の黒字よりも「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支  

の部」の収支不足額の合計が小さいため、期首に7億400万円あった現金が、期末  

では5億5，900万円増加し、12億6，300万円となっています。  

37億2，100万円  

52億6，600万円  

①－（②＋③）  

5憶5，900万円  

期首歳計現金残高   

7億400万円  

期末歳計現金残高  
12億6，300万円   
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1 経常的支出   

人件費や物件費、社会保障給付費、補助金、支払利息、他会計への繰出金など日常   

の行政サービスを行うにあたって必要な費用で132億6，600万円となっていま   

す。   

支出額の大きい1胤こ、人件費40億9，900万円、補助金30億1千万円、物件   

費26億7，100万円、社会保障給付費15億1，700万円などとなっています。  

2 経常的収入   

地方税や地方交付税など日常の行政サービスを行うための支出を賄う収入で18   

6億3，800万円となっています。   

収入額の大きい順に、地方税129億7，500万円、諸収入21億5，200万   

円、その他収入15億3，200万円などとなっています。   

この結果、経常的収支の差額53億7，200万円が公共資産整備や地方債償還な  

どに充当されることになります。  

1 支出   

本市で社会資本を整備した公共資産整備支出が48億1，700万円、他団体に補   

助金を支出して公共資産を整備した公共資産整備補助金等支出が4億1，800万円、  

他会計への繰出金や補助金等のうち建設費に充てられたものが3，100万円で、合   

計では52億6，600万円となっています。  

2 収入   

公共資産整備支出の財源となった国県補助金等が14億1，600万円、地方債発   

行額が9億4，400万円、基金の取り崩しが5億9，300万円、その他の収入が   

7億6，800万円で、合計では37億2，100万円となっています。   

この結果、公共資産整備収支の額は15億4，500万円の赤字となっていますが、  

この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。   

支出   

投資及び出資金が230万円、貸付金が2，500万円、基金への積立金が11億  

7，500万円、定額運用基金への繰出支出が670万円、他会計への公債費充当財  
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源繰出支出が1億8，400万円、地方債償還額が19債1，000万円で、合計で  

は33億300万円となっています。  

2 収入   

支出の財源となった貸付金回収額が2，500万円、地方債発行額が790万円、   

公共資産等売却収入が210万円で、合計では3，500万円となっています。   

この結果、投資・財務的収支の額は32億6，800万円の赤字となっていますが、  

この不足額は、経常的収支の黒字により賄われたことになります。  

1 一時借入金に関する情報   

一時借入金の借入限度額は10億円となっていますが、平成20年度中の一時借入   

れはありません。  

2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報   

基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いな   

どを除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加しているこ   

とになり、歳出の方が少なければ借金が減少していることを示します。   

平成20年度では、税収増により収入総額が伸びた一方、本庁舎の耐震改修工事や   

総合体育館建設による地方債発行額が12億5，200万円となったものの、極力新   

規の借入れを抑制したため、地方債の元利償還額24億4，700万円を大幅に下回   

ることが出来たことにより、基礎的財政収支は15億3，200万円のプラスとなっ   

ています。  

（単位：千円）  

基礎的財政収支   1，532，465   

収入総額   22，497，631   

繰越金   △278，384   

地方債発行額   △1，252，000   

財政調整基金等取崩額   0   

支出総額   △21，235，122   

地方債償還額   2，446，669   

財政調整基金等積立額   △646，329   

3 歳計外現金   

保管金などの受け入れに伴う歳入歳出決算外で行われる資金取引が1，800万円   

あります。  

－18－   



貸借対照表  
（平成21年3月31日現在）  

（単位：千円）  

借  方  貸  方  

［資産の部］  

1 公共資産  

（1）有形固定資産   

①生活インフラ・国土保全  47．9犯517   

［負債の部］  

1 固定負欄  

（1）地方債  

（2）長期未払金  

①物件の購入等  
②債務保証又は損失補償  
③その他  
長期未払金計  

（3）退職手当引当金  

（4）損失補償等引当金   

固定負傾合計  

15．040，111  

8，686，337   ②教育   
③福祉   
④環境衛生   

⑤産業振興   
⑥消防   
⑦総務   
有形固定資産合計  

（2）売却可能資産  

公共資産合計  

50．062，139  

4．657，850  

9，897，799  

4．006．034  

5．992．679  

109．931．797  

110，159，532  2 流動負債  

（1）翌年度償還予定地方便  

（2）短期債入金（翌年度繰上充用金）  

（3）未払金  

（4）翌年度支払予定退騰手当  

（5）賞与引当金   

流動負債合計  

負  債  合  計  

1，815．238  

2 投資等 （1）投資及び出資金  1，012．189  

任投資及び出資金  1，545，570  

②投資損失引当金  0  

投資及び出資金計  
（2）貸付金  

（3）基金等  

①退騰手当目的基金  

1．545，570  

②その他特定目的基金  2．603．365  

［純資産の部］  

1 公共資産等整備国県補助金等  

2 公共資産等整備一般財瀬等  

3 その他一般財源等  

4 資産評価差額  

純 資 産 合 計  

③土地開発基金  100．000  

④その他定額運用基金  20．000  

⑤退職手当組合積立金  し978．518   

基金等計  
（4）長期延滞債権  

（5）回収不能見込額  

投資等合計  

4．701．883  

△287，677  

6．952．053  

3流動資産  

（1）現金預金   

①財政調整基金   
②減債基金   
③歳計現金   
現金預金計  

（2）未収金   

（カ地方税   

②その他  

4，892，002  

1．262．509  

6．154．860  

209．510  

③回収不能見込醸  △9，586   

未収金計  
流動資産合計  

資  産  合  計  

391．506  

6．546．366  

負債・純資産合計  123．657．951  

※1債務負担行為に関する情報  （お物件の購入等  

②債務保証又は損失補償  
（うち共同発行地方債に係るもの  

③その他  

669，241千円  

319．525千円  

※2 地方債残高（翌年度償還予定組を含む）については、償還時に地方交付税の算定に含まれることが普通交付税の不交付団体である。  

33．732．256千円  ※3 普通会計の将来負担に関する情報  普通会計の将来負担額  
（貸借対照表に計上したものを含む）  ［内訳〕普通会計地方債残高  

債務負担行為支出予定額  
公営事業地方便負担見込額  

一部事務組合等地方債負担見込醸  
退職手当負担見込甜  
第三セクター等債務負担見込客員  
連結実質赤字甜  
一部事務組合等実質赤字負担額  

基金等将来負担軽減資産  
［内訳］地方債償還甜等充当基金残高  

地方債償還額等充当歳人見込錨  
地方価値遠甜等充当交付税見込額  

（差引）普通会計が将来負担すべき実質的な負債  

16．855．349千円  

9．430．662千円  

1，506，981千円  

4，065，633千円  

1，870，677千円  

2．954千円  

28，408．558千円  

7，595，716千円  

5，607，759千円  

15．205，083千円  

5，323．698千円   

※4 有形固定資産のうち、土地は20．318，307千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は41．142，872千円です。  
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貸借対照表（市民1人あたり）  
（平成21年3月31日現在）  

H21 3 31住民基本台帳人口   63，859人  

（単位 千円）  

貸  方  借  方  

［資産の部］ 1 公共資産  

［負債の部］  

1 国定負債  

（1）地方債  

（2）長期未払金   

耳物件の購入等   
②債務保証又は損失補償   
③その他   
長期未払金計  

（3）退職手当引当金  

（4）損失補償等引当金   

固定負債合計  

（l）有形固定資産  

①生活インフラ・国土保全  750   

②教育   
竃）福祉   

④環境衛生   
⑤産業振興   
⑥消防   
⑦総務   
有形固定資産合計  

（2）売却可能資産  

公共資産合計  2 流動負債  

（＝：翌年度償還予定地方便  

（2）短期借入金（翌年度繰上充用金）  

（3）未払金  

（4）翌年度支払予定退職手当  

（5）賞与引当金  

流動負債合計  

負  債  合  計  

（1）投資及び出資金  

①投資及び出資金  
②投資損失引当金   
投資及び出資金計  

（2）貸付金  

（3）基金等  

①退職手当目的基金  
②その他特定目的基金  41I 

③土地開発基金  2  

［純資産の部］  

1 公共資産等整備国県補助金等  

2 公共資産等整備一般財頚等  

3 その他一般財領等  

4 資産評価差額  

純 資 産 合 計  

④その他の定額運用基金  0   

⑤退職手当組合積立金   
基金等計  

（4）長期延滞債権  

（5）回収不能見込儲  

投資等合計  

3 流動資産  

（t）現金預金   

①財政調整基金   
②減債基金   
母1歳計項金   

現金預金計  
（2）未収金   

①地方税   
②その他   
③回収不能見込額   
未収金計  

流動資産合計  

資  産  合  計  負債・純資産合計  
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普通会計バランスシートの用語解説等  

解 説  
用語・変更点  

改訂モデル   従来モデル   

生活インフラ・国土保全   土木責  

教育   教育費  

福祉   民生責  

有形固定資産の科目の見直し  環境衛生   衛生費  

産業振興   
農林水産業責、労働費、商エ  

費  

消防   消防費  

総務   総務費、その他   

用 語   解 説   

売却可能資産   有形固定資産のうち換価性の高い土地や建物   

退職手当目的基金   退職手当に充てるため積み立てられた基金   

「教育施設整備基金」や「都市計画事業基金」、「鉄道施設整  

その他特定目的基金  備基金」など、特定の目的に充てるために積み立てられた基  

金   

土地開発基金   
公共用地を先行取得するための財源として積み立てられた基  

金   

定額運用基金   
文化ホール事業など、特定の目的のために定額の資金を運  

用するために設けられた基金   

長期延滞債権   市税などの収入未済額のうち1年以上未収のもの   

回収不能見込額   
時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれる  

もの   

財政調整基金   
年度間の財源調整を図り、財政の健全な運営のために設け  

られた基金   

減債基金   地方債の償還に充てるため積み立てられた基金   

歳計現金   当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越残高）   

未収金   市税などの収入未済額のうち過去1年以内に発生したもの   

（注記）普通会計の将来負担に関  
バランスシートに計上されている負債のほか、公営企業の負  

する情報  
債に対する繰出金など将来普通会計の負担が見込まれる債  

務   

※ 純資産の部の解説については、r一紙資産変動計算賓び）汚語解説」を参照して下さい。   
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行政コスト計算書の用語解説  

用 語   解 説   

人件費   
給与費（報酬、職員給、各種手当等）から退職手当及び前年  

度賞与引当金を除いた金嶺   

退職手当引当金繰入等   当該年度に引当金として新たに繰り入れた額など   

賞与引当金繰入嶺   翌年度に支払うことが予定される賞与のうち今年度負担分   

物件責   旅糞、備品購入費、委託料、光熱水費などの経費   

維持補修費   施設などの維持修繕に要する経費   

減価償却責   
有形固定資産が経年劣化等に伴い、価値が減少したと認めら  

れる金額   

社会保障給付   
児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活  

保護などに要する経費   

補助金等   各種団体に対する補助金など   

他会計への支出額   特別会計など他会計に対する財政的な支援金額   

支払利息   地方債及び一時借入金の利子支払額   

回収不能見込計上禎   時効等により徴収不能となった市税や使用料・手数料など   

その他行政コスト   災害の復旧に要した経費など   

使用料   施設を利用した際に徴収する料金の調定額   

手数料   
戸籍や住民票、税務証明の発行など公の役務の提供に対し  

徴収する料金の調定額   

分担金・負担金・寄附金   分担金、負担金、寄附金の調定額   

純経常行政コスト   
経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・  

手数料や負担金・分担金などの経常収益を差し引いた金籠   
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純資産変動計算書の用語解説  

用 語   解 説   

公共資産等整備  

国県補助金等  
バランスシートの有形固定資産及び投資及び出資金、貸付  

一般財源等  
金、基金を形成している財源  

表  
その他一般財源等   ／〈ランスシートの公共資産等整備以外の財源  

頭  

売却可能資産として新たに／くランスシートに追加計上したこ  

資産評価差短  とに伴う変動絶や寄附等により無償で受贈した場合の評価  

差額   

地方税   市民税、固定資産税、都市計画税など  

地方交付税   普通交付税、特別交付税  

その他行政コスト充当財源   地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金など  

臨時損益   経常的でない特別な事由に基づく損益  

災害復旧事業費   
降雨、暴風その他の災害によって被害を受けた施設等を復  

旧するための事業費  

公共資産等資産整備補助金受   資産整備に充てられた国庫（県）支出金  

入  

科目振替   
純資産を構成する科目相互間での資金の変動を明示する  

ため設けられた項目  

表  
バランスシートの公共資産を整備するために投じられた財源  

の変動  

側  

公共資産処分による財源増   土地の売却など資産処分による財源の変動  

貸付金・出資金等への財源投  バランスシートの投資及び出資金、貸付金、基金に投じられ  

入   た財源の変動  

貸付金・出資金等の返済等によ   投資及び出資金、貸付金、基金の返済等による財源の変動  
る財源増  

減価償却による財源増   
減価償却による公共資産等形成の財源からその他一般財  

源等へ振替  

売却可能資産として新たにバランスシートに追加計上したこ  
資産評価替えによる変動籠  

とに伴う変動額や資産評価替えを行った場合の差額  

無償受贈資産受入   
寄附等により無償で資産を受贈した場合に／くランスシートに  

追加計上した評価額   
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資金収支計算書  
l′自 平成20年4月1日  

し至平成21年3月31日  

（単位：干円）  

1  経  常  的  収  支  の  部   
人件費   4，099．325   

物件費   Z，670，987   

社会保障給付   1．517．252   

補助金等   3．009．677   

支払利息   536．772   

他会計等への事務費等充当財源繰出支出   1，344，348   

その他支出   87，559   

支  出  計   13，265，920   

地方税   12．975，245   

地方交付税   128．245   

国県補助金等   1，176．568   

使用料・手数料   33乙460   

分担金・負担金・寄附金   41，507   

諸収入   2．151，838   

地方債発行額   300，000   

その他収入   1，532，081   

収  入  計   18，637，944   

経  常  的  収  支  額   5，372．024   

2  公 共 資 産 整 備 収 支 の 部   

公共資産整備支出   4．816．936   

公共資産整備補助金等支出   418．179   

他会計等への事務充当財源繰出支出   30．806   

支  出  計   5．265、921   

国県補助金等   1．415．63l   

地方債発行額   944．100   

基金取鞘額   592，622   

その他収入   768，363   

収  入  計   3，720，716   

公 共 資 産 整 備 収 支 額   △1，545．205   

3  摸：：資 ・ 財 務 的 収 支 の 部   
投資及び出資金   2．300   

貸付金   25．000   

基金積立額   1．174，762   

定額運用基金への繰出支出   6，778   

他会計等への公債費充当財源繰出支出   184，544   

地方債償還観   1．909，897   

支  出  計   3，303，281   

国県補助金等   0   

貸付金回収額   25．000   

基金取崩額   0   

地方債発行額   7．900   

公共資産等売却収入   2．103   

その他収入   0   

収  入  計   35．003   

投 資・財 務 的 収 支 韻   △3．268．278   

当年度歳計現金増減額  558．541  

十現金残高   703．968  

現金残高   1．262．509   

※1一時借入金に関する情報  
①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。  
②平成20年度における一時借入金の借入限度額は1，000，000千円です。  
※2基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報  

収入総額  
繰越金  
地方債発行額  
財政調整基金等取崩額  
支出総額  
地方債償還額  
財政調整基金等積立額   
基礎的財政収支  

2乙497，631  

△  278，384  

△  1，252，000  

△  0  

△   21，235．122  

乙446．669  

△  646，329  

1．532．465  

※3上記の他保管金等の受け入れに伴う歳計外現金が1．808万8千円あります。  
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資金収支計算書の用語解説  

用 語   解 説   

経常的収支の部   
市政を運営する上で、毎年度継続的に収入、支出され  

るもの   

公共資産整備収支の部   
道路や学校、公園など主にバランスシートの有形固定  

資産形成のための支出及び財源   

投資・財務的収支の部   
公営企業や外郭団体への出資金・貸付金、地方債の  

元金償還額などの経費及び財源   
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印西市における連結財務諸表  

連結財務諸表の範囲  

平成20年度の印西市における連結財務諸表は普通会計、公営企業会計（水道事業会計）、特別会  

計（下水道事業特別会計）、一部事務組合（印西地区消防組合、印西地区環境整備事業組合、印西  

地区衛生組合）について貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書を作  

成しています。  

①普通会計  

普通会計とは、地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲を財政比較などをする  

ために統一的に用いられる会計区分です。  

②公営企業会計  

公営企業とは、組織、財務、職員の身分等について特例を定めている地方公営企業法を適用、もし  

くは一部適用する地方公共団体が営む企業で、一般行政部門から独立した組織により経営されてい  

ます。  

公営企業は独立採算性をとることとされており、当該事業の経営に伴う収入をもって事業を行ってい  

ます。  

会 計 名   事 業 内 容   

水道使用者に対し、安全で良質な水を安定的に供給することを目的  

水道事業会計  に、水質検査、配水管の碓持管理、水道施設の整備などを行うために  

設けられた事業。   

③特別会計  

特別会計とは、公営企業会計と同様、特定の収入をもって事業を行う会計で、上記の普通会計及び  

公営企業に属さない会計です。公営企業とは異なり、一般行政部門のなかで特別会計を設けるなど  

して運営されています。  

会 計 名   事 業 内 容   

生活環境の改善（汚水の排除）、浸水の防除（雨水の排除）、公共用  

下水道事業特別会計  水域の水質保全などを目的に、下水道管や汚水処理施設等の整備及  

びそれらの施設を碓持管理するために設けられた事業。   

④一部事務組合  

一部事務組合とは、複数の普通地方公共団体が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的とし  

て設置する組織です。印西市の場合、印西地区消防組合、印西地区環境整備事業組合、印西地区  

衛生組合などを周辺市町村と共同で行っています。  

なお、連結財務書類では、各組合に対する負担割合で按分し、金額を計上しています。  
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団 体 名 称   負担割合  事 業 内 容   

（％）  

印西地区消防組合   44．02％  消防の常備化に関する事務。   

一般廃棄物（し尿を除く）の収集、運搬、処理施設及び施設  

する事務。  

印西地区環境整備事業組合  42．18％  

務。  

平岡地先の少年自然の家の設置、管理及び運営に関する  

事務。   

印西地区衛生組合   38．71％  し尿処理に関する事業及びこれに関する事務。   
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連結貸借対照表  
（平成21年3月31日現在）  

（単位：干円）  

借  方  貸  方  

［資産の部］  

1公共資産  

（1）有形国定巽産   

①生活インフラ・国土保全  56．939．705   

［負債の部］  

1固定負偵  

（l）地方公共団イ本   

①普通会言十地方債   

②公営事業地方便  

地方公共団体計  

（2）関係団体   

①一部革帯組合・広域連合地方債   

②地方三公社長期借入金   

③第三セクター等長期借入金  

関係団体計  

（3）長期未払金  

（4）引当金   

（うち退職手当等引当金）   

（うちその他の引当金）  

（5）その他   

国定負債合計  

2 流動負債  

（1）翌年度償還予定綾   

①地方公共団体   

②関係団体  

翌年度償還予定綾計  

（2）短期憎入金（翌年度繰上充用金を含む）  

（3）未払金  

（4）翌年度支払予定退職手当  

（5）賞与引当金  

（6）その他   

流動負債合計  

負 債 合 計  

18．107．480  

②教育   

③福祉   

④環境衛生   

⑤産業振興   

⑥消防   

⑦鷲務   

⑥収益事業   

⑨その他   

有形固定資産言十  

（2）無形固定賃産  

（3）売却可能資産   

公共菓産合計  

2 投貨等  

（1）殺貨及び出資金  

（2）貸付金  

（3）基金等  

（4）長期延滞債権  

（5）その他  

（6）回収不能見込陸   

投資等合計  

50．062．139  

21．199、092   

13，378．213  

133．401．642  

133．629．464  

1．545．570  

2．095．510  

3 充動資産  

（1）貸金  

（2）未収金  

（3）販売用不動産  

（4）その他  

（5）回収不能見込額   

流動資産合計  

7．297．624  

純 資 産 合 計  

4 繰延勘定  

資 産 合 計   負債及び純資産合計  149．439．540  149，439．540  

（留意点）  

○この連結貸借対照表は、当団体と連携協力して公共サービスを実施している関係団体を連結して、一つの行政主体であるとみなして作成したものであり、関係団体の資産および負債寒が  

当団体に帰属するものではない。  
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連結資金収支計算書  
自 平成20年4月1日  

至 平成21年3月31日  

（単位：千円）  

1  経  常  的  収  支  の  部   
人件費   5．23D，D73   

物件費   3，908．452   

キ土会保障給付   1．517．252   

補助金等   3，313．605   

支払利息   734．D79   

他会計への事務費等充当財源繰出支出   1．344，34B   

その他支出   223，577   

支  出  計   16．271．386   

地方税   12．975．245   

地方交付税   128．245   

国県補助金等   1．18D．933   

使用料・手数料   483．825   

分担金・負担金・寄附金   2．488．556   

保険料   0   

事業収入   1．066．981   

諸収入   2．230．985   

地方債発行額   30（〕．000  

長期借入金借入額   

短期借入金増加額   0  

基金取崩額   0   

他会計補助金等   277．933   

その他収入   1．532．575   

収  入  計   22．665．278   

経   常   的   収   支   碩   6．393．892   

2  公 共 資 産 整 備 収 支 の 部   
公共資産整備支出   5，32D，03D   

公共資産整備補助金等支出   425．929   

地方独立行政法人公共資産整備支出   3D．806   

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出   0   

地方三公社公共資産整備支出   0   

第三セクタ⊥等公共賓産整備支出   0   

支  出  計   5．776，765   

国県補助金等   1．438．152   

地方債発行額   1，196．533   

長期借入金借入額   0   

基金取崩額   604，234   

その他収入   76B．363   

収  入  計   4．DO7，282   

公 共 資 産 整 備 収 支 縮  △1．769．483   

3  投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部   
投資及び出資金   2．300   

貸付金   25．000   

基金積立額   1，176，326   

定額運用基金への繰出支出   6．778   

他会計へ公債費充当財源繰出支出   184．544   

地方債償還砧   2．598．548   

長期借入金返済辞   0   

短期借入金減少額   0  

収益事業純支出   0  

その他支出   0  

支  出  計   3．g93．496   

国県補助金等   0   

貸付金回収額   25，DOO   

基金取崩書貞   0   

地方債発行額   7，900   

長期借入金借入額   0   

公共資産等売却収入   2．103   

収益事業純収入   0  

その他収入   52  

収  入  計   35．055   

投 資 ・ 財 務 的 収 支 詣  △3．958．4（Il   

翌年度繰上充用金増減績   0   

当年度資金増減額   665．968   

期首資金残高   1，661．2月4   

経貢負担割合変更に伴う差額   0   

期末資金残高   2．327．212   
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